
© 2021 Sumitomo Corporation

1616

住友商事グループのサステナビリティ経営
代表取締役 専務執行役員 CSO・CIO 山埜英樹
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住友商事グループの事業活動を持続可能な社会に適合した姿に転換

社会構造変化への挑戦
持続可能な社会像からバックキャストして事業機会とリスクを把握
社会課題の解決と持続的な成長
重要社会課題の特定と長期・中期目標設定

中長期

強みを活かした収益の柱の強化育成
強みのある事業に経営資源をシフト
事業ポートフォリオの再構築

短中期

「持続可能な社会」

持続的な成長

価値の創造

社会とともに持続的に成長

社会課題解決へのコミットメント
中・長期目標を設定してモニタリング

長期的な事業環境の見通し
社会課題の長期的動向を認識

戦略的経営資源配分
長期見通しを踏まえたポートフォリオ

住友商事グループの価値創造モデル
財務資本、人的資本、知的資本、組織・グループ資本、

グローバルネットワーク資本、ビジネスリレーション資本、ブランド資本

“Enriching lives and the world”
『住友の事業精神』、『住友商事グループの経営理念』

住友商事グループのサステナビリティ経営
第二部：持続的な成長に向けたサステナビリティ経営
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住友商事グループの重要社会課題と長期目標
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重要社会課題・長期目標に対する「中期目標」の設定

長期目標
2050年の事業活動のカーボンニュートラル化と、持続可能なエネルギーサイクル実現への挑戦

中期目標
 当社グループのCO2排出量を、2035年までに50%以上削減（2019年比）
 社会の持続可能なエネルギーサイクルの基盤となる事業の構築

重要社会課題

生活水準の
向上

良質な教育
地域社会・
経済の発展

循環経済 人権尊重

新たに設定

2020年6月設定

2020年6月設定

社会の発展と進化

気候変動緩和

社会の持続可能性

第二部：持続的な成長に向けたサステナビリティ経営
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重要社会課題・長期目標に対する「中期目標」の設定

長期目標
全事業・サプライチェーンにおける人権の尊重

中期目標
 『国連ビジネスと人権に関する指導原則』『住友商事グループ人権方針』に則った人権尊重の浸透・徹底
 安全な職場環境の確保

重要社会課題

生活水準の
向上

良質な教育
地域社会・
経済の発展

循環経済 人権尊重

新たに設定

2020年6月設定

2020年6月設定

社会の発展と進化

気候変動緩和

 多様性に富み互いに尊重し合う組織の実現

社会の持続可能性

第二部：持続的な成長に向けたサステナビリティ経営
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気候変動リスクへの対応
取締役会および経営会議にて、気候変動に関する世界的動向を踏まえた、主要リスクと機会の状況を定期的にモニター
 リスク・機会の状況を踏まえ、エクスポージャー削減・事業創出を含む対応を検討中
≪気候変動リスクに関する情報開示≫
TCFD提言に基づき、気候変動に関する、ガバナンス、戦略(シナリオ分析*4含む)、リスク管理、目標・指標を開示、継続的に開示内容の充実化を進めている。
*4：IEAの『Stated Policies Scenario』､『Sustainable Development Scenario』をベースに、気候変動の影響の大きい「電力」「資源」「輸送機器」「素材産業」を対象に実施

 水素等のカーボンフリーエネルギーの開発・展開、再生可能エネル
ギー供給の拡大、新たな電力・エネルギーサービスの拡大

 電化･燃料転換、エネルギー･炭素効率の改善、省エネルギー化を
促進する事業の拡大

 カーボンリサイクル、森林事業、CCS、排出権取引等によるCO2
吸収・固定・利活用

持続可能なエネルギーサイクル実現のための新規ビジネスの開拓

*1：他者のエネルギー資源使用に伴う間接排出量 *２：唯一の例外として、当社が建設請負工事業者
として現在参画しているバングラデシュ マタバリ1＆2の拡張案件として同国・本邦政府間で検討が進め
られているマタバリ3＆4号機については、今後、様々なステークホルダーと対話を重ね、パリ協定との
整合性を確認したうえで、参画の是非を検討する。(当社として、今後検討する可能性がある石炭火力
発電事業･建設工事請負案件は本件のみ) *3：数値は2019年現在

 CO2排出量を、2035年までに50%以上削減 (2019年比)
【発電事業】
CO2排出量：40%以上削減 (石炭火力発電は60%以上削減)
持分発電容量：石炭 20%、ガス 50%、再エネ 30%
【化石エネルギー権益事業】
CO2排出量*1 ：90%以上削減

 石炭火力については、新規の発電事業･建設工事請負には取り
組まない*2、石炭火力発電事業は、2040年代後半には全ての
事業を終え撤退する。一般炭鉱山権益の新規取得は行わず、
2030年の 一般炭鉱山持分生産量ゼロを目指す

2050年のカーボンニュートラル化に伴うポートフォリオ変化  カーボンニュートラル化の対象範囲*3

直接排出 使用電気生成等
に伴う間接排出 その他間接排出

単体・
子会社

持分法

Scope
1

Scope
2

Scope
3

約1百万トン

火力発電事業
(建設中案件推計値含む)

約43百万トン

化石エネルギー
権益事業

約16百万トン

次世代事業の創出に向け新設した営業組織(EII)を含め、全社で取り組む。

気候変動問題への対応方針の見直し
第二部：持続的な成長に向けたサステナビリティ経営
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第二部

持続的な成長に向けたサステナビリティ経営

14:10-14:20 住友商事のサステナビリティ経営 専務執行役員 CSO・CIO 山埜英樹

14:20-14:30 事業環境変化を踏まえたインフラ事業部門戦略 専務執行役員 インフラ事業部門長 秋元 勉

14:30-14:40 次世代エネルギー分野における取り組み 副社長執行役員 EIIリーダー 上野真吾

14:45-15:15 質疑応答
専務執行役員 CSO・CIO 山埜英樹
専務執行役員 インフラ事業部門長 秋元 勉
副社長執行役員 EIIリーダー 上野真吾
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重要社会課題 長期目標 中期目標 <新たに設定>

社
会
の
持
続
可
能
性

気候変動
緩和

 2050年の事業活動の
カーボンニュートラル化と、
持続可能なエネルギーサ
イクル実現への挑戦

 当社グループのCO2排出量を、2035年までに50%以上削減 (2019年比)
– 発電事業のCO2排出量を2035年までに40%以上削減（内、石炭火力発電については、60%以上削減）。

2035年の発電ポートフォリオ：持分発電容量:石炭20%、ガス50%、再エネ30% (*1)
– 化石エネルギー権益事業から生じる間接的CO2排出量(*2)を2035年までに90%以上削減。
– 上記以外の事業におけるCO2排出量の削減。(*3)

 社会の持続可能なエネルギーサイクルの基盤となる事業の構築
– 水素等のカーボンフリーエネルギーの開発・展開、再生可能エネルギー供給の拡大 [2030年までに3GW以上] (*4)、新たな電力・エネルギーサービスの拡大。
– 電化･燃料転換、エネルギー効率･炭素効率の改善、省エネルギー化を促進する事業の拡大。
– カーボンリサイクル、森林事業、CCS、排出権取引等によるCO2吸収・固定・利活用の推進。

循環経済  リサイクル・省資源型の
技術・商品への転換

 循環型原材料等の使用、廃棄物の回収、製品の利用効率改善の促進
– リサイクルされた、または再生可能資源に由来する循環型原材料等の使用量拡大。
– 製品の利用効率改善・長寿命化を促進するビジネス (シェアリング・中古販売・リース・レンタル等) の拡大。

 天然資源の持続可能な
調達

 当社グループの取り扱う主要天然資源の持続可能な調達体制の強化
– 持続可能な調達を要する、主要な天然資源関連商品の特定と調達方針の策定、認証取得の促進、自主監査体制の強化。

人権尊重  全事業・サプライチェーン
における人権の尊重

 『国連ビジネスと人権に関する指導原則』『住友商事グループ人権方針』に則った人権尊重の浸透・徹底
– 2023年までに、“指導原則”に基づく人権教育の単体受講率100%、地域組織・子会社実施率100%を達成。
– 人権デューデリジェンスのリスク分析の強化により、2025年までにサプライチェーンを含む全事業のリスクを的確に評価しリスク低減策を実施｡ 評価結果を踏まえて、
より有効なグリーバンスメカニズム(*5)を構築。

 安全な職場環境の確保
– 製造・加工業、大規模工事を伴うプロジェクトを中心とした主要事業労働現場における災害ゼロへの取り組み強化。

 多様性に富み互いに尊重し合う組織の実現
– 差別・ハラスメントのない職場環境を整備。
– 国籍、年齢、性別、性的指向、性自認など、あらゆる属性や価値観にとらわれることなく個々人が能力を発揮できる人材マネジメントを推進。

(*1) 2020年現在：石炭 50%、ガス 30%、再エネ 20% (*2) 他者のエネルギー資源使用に伴う間接排出量 (*3) 個別事業で目標を設定し削減に注力 (*4) 2020年現在：1.5GW(1GW = 10億W) 
(*5) サプライチェーンを含む事業活動全体に関し、人権侵害等に関する、従業員・地域住民等ステークホルダーからの訴えを受け付け、問題解決につなげる仕組み

<Appendix> 重要社会課題・長期目標に対する「中期目標」の設定（1/2）
第二部：持続的な成長に向けたサステナビリティ経営
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重要社会課題 長期目標 中期目標 <新たに設定>

社
会
の
発
展
と
進
化

地域社会・
経済の発展

 地域の産業発展と
人材育成への貢献

 当社グループ事業のグローバルな展開を通じた地域産業の発展・雇用創出・人材の育成
– 持続可能で、生産性・付加価値の高い産業の振興、事業を通じた地域社会との共生。
– 当社グループ事業拠点における雇用の創出、経営人材・高技能人材の育成。

 産業・社会インフラの
整備

 社会の持続可能な発展に資する産業・社会インフラの普及
– 良質なエネルギー、水、輸送・物流・通信・金融サービス等へのアクセスを可能にするインフラや、都市機能を高度化する事業の推進。

生活水準の
向上

 高度な生活関連
サービスの提供

 都市化、高齢化等の社会課題解決に資する､高度な生活関連サービスの普及
– 新たな技術やコンセプトによる、モビリティ、メディア・通信、ヘルスケアサービス、スマートシティ構築等、生活水準を向上する、より高度なサービス・新たな機能の提供。

良質な教育  質の高い教育の普及  100SEED(*)活動等を通じた、良質で平等な学習機会の提供
– 教育機会の提供対象の量的拡大。
– 受益者の満足度100％。
– 毎年継続して全社員の5%以上参加。（対象は単体・地域組織・グループ会社）

(*)住友商事グループの社員参加型の社会貢献プロジェクト

<Appendix> 重要社会課題・長期目標に対する「中期目標」の設定（2/2）
第二部：持続的な成長に向けたサステナビリティ経営
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 当社グループのCO2排出量を、2035年までに50%以上削減 (2019年比)
 社会の持続可能なエネルギーサイクルの基盤となる事業の構築中期目標

2050年の事業活動のカーボンニュートラル化と、持続可能なエネルギーサイクル実現への挑戦長期目標

今回設定

従来通り（2020年6月設定）

＜従来目標＞ <今回設定>

発電事業 設定なし 発電事業のCO2排出量を2035年までに40%以上削減

発電ポートフォリオ(*1) 2035年 石炭 30％、ガス 40%、再エネ 30% 2035年 石炭 20%、ガス 50%、再エネ 30%

石炭火力発電事業
新規の開発は行わない。ただし、地域社会における経済や
産業発展に不可欠で、国際的な気候変動緩和の取組みや
動向を踏まえた、日本国およびホスト国の政策に整合する
案件は、個別に判断する。

新規の発電事業･建設工事請負には取り組まない(*2)。
2040年代後半には全ての事業を終え石炭火力発電事業から
撤退する。

CO2排出量 設定なし 2035年までにCO2排出量を60%以上削減（2019年比）

再生可能エネルギー 設定なし 再生可能エネルギー供給の拡大（2030年までに3GW以上）

化石エネルギー事業 設定なし 間接的CO2排出量 (*3) を2035年までに90%以上削減

一般炭鉱山事業 現在の持分生産量を上限とし、
かつ新規開発案件は取り組まない。

今後新規の権益取得は行わず、
2030年に一般炭鉱山持分生産量ゼロを目指す。

(*1) 2019年 現在は石炭 50%、ガス 30%、再エネ 20% (*2)唯一の例外として、当社が建設請負工事 業者として現在参画している
バングラデシュ マタバリ1＆2の拡張案件として同国・本邦政府間で検討が進められているマタバリ3＆4号機については、今後、様々な
ステークホルダーと対話を重ね、パリ協定との整合性を確認したうえで、参画の是非を検討する。(当社として、今後検討する可能性がある
石炭火力発電事業･建設工事請負案件は本件のみ) (*3)他者のエネルギー資源使用に伴う間接排出量

新方針

新方針

従来方針

従来方針

<Appendix>気候変動問題への対応方針の見直し
第二部：持続的な成長に向けたサステナビリティ経営
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